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税務情報 

国税庁 
タックスヘイブン対策税制 ― 連結納税・パススルー課税が適用される場
合の適用対象金額等の計算方法に関するQ&Aの公表 

国税庁のウェブサイトにおいて、以下の Q&A が公表されました。 

 連結納税規定等が適用される外国関係会社の適用対象金額等の計算方法等の

改正に関する Q&A（情報） 

2019年度税制改正におけるタックスヘイブン対策税制の改正では、外国関係会社が

連結納税規定やパススルー課税規定を適用している場合における外国関係会社の

租税負担割合及び適用対象金額並びに内国法人における外国税額控除の規定に

係る取扱いが整備されました。 

具体的には、これらの規定における所得金額や法人所得税（外国法人税）は、外国

関係会社の本店所在地国等の法人所得税（外国法人税）に関する法令の規定のう

ち企業集団等所得課税規定（*）を適用しないものとして計算することとされました。（こ

の改正は、内国法人の 2019 年 4 月 1 日以後に終了する事業年度の合算課税（外

国関係会社の 2018 年 4 月 1 日以後に開始した事業年度に係るものに限ります。）

に係る計算等について適用されます。） 

（*） 企業集団等所得課税規定とは、（1）本店所在地国における連結納税規定、（2）

第三国における連結納税規定（たとえば、バミューダに所在する外国関係会社が

米国税法上、米国法人として取り扱われたうえで、米国の連結納税規定の適用

を受けるケース）及び（3）パススルー課税規定をいいます。 

また、6 月 6 日には、タックスヘイブン対策税制の 2019 年度税制改正に対応する改

正通達（「租税特別措置法関係通達（法人税編）等の一部改正について（法令解釈

通達）」（KPMG Japan e-Tax News No.172 「国税庁 – タックスヘイブン対策税制に

係る改正通達の発遣」（2019 年 6 月 6 日発行）にてお知らせしています。））が発遣さ

れ、連結納税・パススルー課税の適用を受ける外国関係会社の租税負担割合の計

算等に関する 9 つの通達が新設されています。 

今回公表された Q&A は上記の改正に関連するもので、以下の 6 つのパートから構

成されており、法令や通達に基づく解説や具体的な事例を用いた全 13 問の Q&A が

掲載されています。 
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I 企業集団等所得課税規定について 

このパートに含まれる Q1 では、英国のグループ・リリーフ及びドイツのオルガンシャ

フトは、企業集団等所得課税規定に該当しないことが示されています。 

II 企業集団等所得課税規定を除いた規定による計算等について 

外国関係会社が連結納税規定やパススルー課税規定を適用している場合における

外国関係会社の租税負担割合及び適用対象金額並びに内国法人における外国税

額控除の計算方法等の改正内容やその趣旨を、関係法令及び通達に基づいて解説

しています。 

III 租税負担割合の計算について 

たとえば「（1）所得金額（分母）の簡便計算」では、米国の外国関係会社が連結納税

規定を適用している場合等を例に挙げ、米国当局へ提出することとなる一定の申告

書や明細書を用いて所得金額を計算・調整する方法が、措通 66 の 6―21 の 4 に定

める「合理的な方法」（簡便的な計算方法）と認められることが確認されています（Q2

～Q4）。 

IV 適用対象金額（現地法令基準による基準所得金額）の計算について 

このパートに含まれる Q8 では、米国で即時償却を行っている場合の基準所得金額

の計算について、また、Q9 では、適用対象金額の計算上控除する法人所得税の額

の控除の時期について解説しています。 

V 外国税額控除の計算について 

米国の連結申告で納税額があるかどうかにかかわらず、外国関係会社の一定の外

国法人税の額が内国法人の外国税額控除の対象となることが Q10 において示され

ています。また、この場合における外国税額控除を行う時期（Q11）や確定申告書に

添付する書類（Q12）についても併せて確認されています。 

VI 改正の適用関係について 

内国法人が 3 月決算、米国の外国関係会社が 12 月決算であるケースを例に挙げ、

この改正の適用関係について解説しています。 
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